
独立行政法人大学改革支援・学位授与機構職員再雇用規則 
 

平成１６年４月１日 
規則第５３号 

最終改正 令和５年１１月３０日 
 
 （目的） 
第１条 この規則は、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構職員就業規則（平成１６

年規則第３８号。以下「就業規則」という。）第２２条の規定に基づき、再雇用された職員

（以下「再雇用職員」という。）に関し必要な事項を定めることを目的とする。 
 
 （再雇用の申出） 
第２条 就業規則第２１条に定める定年により当該年度の末日限り退職すること（以下「定

年退職」という。）となる職員は、定年退職後再雇用職員として勤務することを希望する

ときは、定年退職日の６か月前までに機構長に申し出るものとする。 
２ 機構長は、再雇用に際しては、前項に定める再雇用の申出のあった職員で就業規則第

２３条及び第２４条の規定のいずれにも該当しない者を採用するものとする。 
 
 （再雇用の任期） 
第３条 再雇用の任期については、１年を超えない範囲内の期間とする。 
 
 （任期の更新） 
第４条 機構長は、再雇用職員が、就業規則第２３条及び第２４条の規定のいずれにも該

当しない場合には、前条の任期又はこの項の規定により更新された任期を、１年を超え

ない範囲内で更新することができる。 
２ 機構長は、前項の規定により、任期を更新する場合には、任期満了日の３か月前まで

に、当該再雇用職員の意向の確認を行い、あらかじめ再雇用職員の同意を得るものとす

る。 
 
 （再雇用の上限年齢） 
第５条 再雇用職員の雇用期間（更新された期間を含む。）の上限は、満６５歳に達する日

以後における最初の３月３１日以前とする。 
 
 （休暇） 
第６条 定年退職に引き続き再雇用職員となった者の年次休暇は、独立行政法人大学改革

支援・学位授与機構職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成１６年規則第４４号）



第１７条の規定にかかわらず、当該退職時における未使用の日数及び時間とする。 
２ 第４条により任期が更新された場合の年次休暇は、当該更新された日の前日における

未使用の日数及び時間とする。 
 
 （退職手当） 
第７条 再雇用職員には、退職手当を支給しない。 
 
 （懲戒） 
第８条 機構長は、再雇用職員の定年退職の日以前の職員としての在職期間中の行為が就

業規則第４４条に規定する懲戒の事由に該当した場合には、これに対して懲戒に処する

ことができる。 
 
（配置換等） 

第９条 機構長は、再雇用職員に対し、業務上の必要により配置換、兼務、（以下「配置換

等」という。）を命ずることができる。 
２ 前項に規定する配置換等を命ぜられた再雇用職員は、正当な理由がない限り拒むこと

ができない。 
 
 
   附 則 
 この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 
 
   附 則（平成１８年３月３０日） 
 この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 
 
   附 則（平成２５年３月１８日） 
 （施行期日） 
１ この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 
 
 （経過措置） 
２ 平成２５年４月１日から平成３７年３月３１日までの間、第２条の規定により再任用

の申出のあった職員のうち、次の各号に掲げる期間に当該各号に掲げる年齢となるもの

については、第２条第２項の規定にかかわらず、「高年齢者等の雇用の安定等に関する法

律の一部を改正する法律」（平成２４年法律第７８号）附則第３項の規定に基づき、労使

協定書で定めた選定基準等により採用するものとする。 
 一 平成２５年４月１日から平成２８年３月３１日まで ６１歳以上 



 二 平成２８年４月１日から平成３１年３月３１日まで ６２歳以上 
 三 平成３１年４月１日から平成３４年３月３１日まで ６３歳以上 
 四 平成３４年４月１日から平成３７年３月３１日まで ６４歳以上 
 
３ 平成２５年４月１日から平成３７年３月３１日までの間、前項の各号に掲げる期間に

当該各号に掲げる年齢となる再任用職員の第４条の規定に掲げる任期の更新については、

第４条の規定にかかわらず、期間満了日の３か月前までに、当該再任用職員の意向の確

認を行ったうえで、労使協定書で定めた選定基準等により更新の可否を判断するものと

し、機構長は、前段の規定による判断の結果、任期の更新をしないときには、期間満了

日の２か月前までに、当該再任用職員に対し更新を行わない旨通知するものとする。こ

の場合において、当該再任用職員から更新を行わない理由を求められたときは、その理

由を説明するものとする。 
 
   附 則（平成２８年３月３１日） 
 この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 
 

附 則（令和２年３月２６日） 
 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
 

附 則（令和５年１１月３０日） 
 この規則は、令和５年１２月１日から施行する。 
 


